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行動問題を有する児童におけるバランス機能の低下 

要旨 

行動問題を有する児童は、運動能力が低下するリスクが高い。しかし、この集団における

バランス機能の特徴や行動特性との関連は明らかになっていない。本研究は学童期の児童

において、バランス機能と行動問題との関連性を明らかにすることを目的とした。6~10 歳

の児童 209名を、Strengths and Difficulties Questionnaire（SDQ）を用いて、行動問題群と非

行動問題群の 2群に分けた。身体機能評価として、片脚立位時間、2ステップテスト、5回

椅子立ち上がりテストを行った。2群間で身体機能を比較し、総合的困難さ及び SDQの下

位尺度との相関を評価した。行動問題群は、片脚立位時間の結果（p < 0.001）および 2 ス

テップテストの結果（p = 0.008）が有意に低下していた。5 回椅子立ち上がりテストの結

果は、群間で有意な差は認められなかった。片脚立位時間の結果は、情緒の問題（r = 0.22, 

p < 0.001）、多動/不注意（r = −0.29, p < 0.001）、仲間関係の問題（r = −0.22, p < 0.001）、 総

合的困難さ（r = −0.32, p < 0.001）と有意に相関していた。一方、2ステップテストの結果

は、SDQ と有意な相関を示さなかった。以上より、行動問題を有する児童はバランス機能

が低下しており、それによって不安定になるリスクが高まっていると考えられる。このこ

とから、行動問題を有する児童のバランス機能について配慮した対応が必要であることが

示唆された。 

  



 

 
 

Decreased balance function in school-aged children with behavioral problems 

Abstract 

Children with behavioral problems have a high risk of impaired motor performance. However, the 

characteristics of balance functions and their associations with behavioral traits are unclear in this 

population. This study aimed to evaluate balance functions and their relationships with the degree of 

behavioral problems in school-aged children. A total of 209 children, aged 6–10 years, were divided 

into two groups, those with and those without behavioral problems, using the Strengths and 

Difficulties Questionnaire (SDQ). Physical assessments included the one-leg standing test (OLST), 

the two-step test, and the five-times-sit-to-stand test. We compared the data between groups and 

assessed for correlations in terms of total difficulties and the SDQ subscale scores. Children with 

behavioral problems showed significantly reduced the OLST results (p < 0.001) and the two-step test 

results (p = 0.008). The five-times-sit-to-stand test results did not show significant differences 

between groups. The OLST results were significantly correlated with emotional symptoms (r = 

−0.22, p < 0.001), hyperactivity/inattention (r = −0.29, p < 0.001), peer relationship problems (r = 

−0.22, p < 0.001), and total difficulties (r = −0.32, p < 0.001). Meanwhile, the two-step test results 

showed no significant correlation with the SDQ scores. Children with behavioral problems have 

poor balance function, thereby increasing the risk for instability. This suggests that the balance 

function of children with behavioral problems needs to be considered. 
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1. 背景 

行動問題は、児童における最も顕著な健康問題の一つであり、思春期前の児童では男女比 2：

1 で 5~10％が有している[1]。児童の行動問題は、内在化または外在化問題として特徴づけられ、

不注意やかんしゃく、攻撃行動、自傷行為、反復や定型的行動等が該当し、最終的には生活の

質の低下と二次的な社会的障害の原因となることがある[2,3] 。これらの問題は思春期まで続く

可能性があり、年齢とともに深刻化する可能性がある[1]。本邦では、行動問題に対する指導・

支援方法として機能アセスメントを用いた支援・指導等がなされている。また、専門家が支援

環境にある人々と協同することで専門家あるいは支援環境にある人々が単独で関与するよりも

効果が高くなると報告されており[4]、専門家と支援環境にある人々が協同し、行動問題を有す

る児童に関与していく必要性が高まっている。 

Strengths and Difficulties Questionnaire（SDQ）は、4~17 歳の子どもや青年のネガティブおよび

ポジティブな行動特性を評価するためのスクリーニングツールとして広く用いられ[5]、心理測

定的特性と使用者の受容性[6-8]は十分に確立されている。行動問題の評価には、Child Behavior 

Checklist などの質問紙も有用であるが、SDQ は迅速かつ効率的に評価を行うことができるため、

質問に答える家族の負担が軽減されるという利点がある[9]。 

本邦における SDQ の大規模サンプルデータとしては、森脇らの報告[10]があり、保護者回答

用の 7~9歳（n = 9968）における総合的困難さの点数は、8.39 ± 5.09と報告されている。また、

7~15歳の男女別の総合的困難さの点数は、男児：8.02 ± 5.26（n = 12472）、女児：7.11 ± 4.76（n 

= 12047）と男児の方が有意に高値であると報告されている。一方で、松石ら[11]は 4~12歳（n = 
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2899）を対象とし、日本人において high needとされる 16~40点である割合は、9.5%であったと

報告している。 

小児・青年期において、運動能力と SDQ で評価される行動問題との関係はいくつか報告され

ている。学齢期の児童においては、運動能力は行動問題と関連しており、様々な心理社会的メ

カニズムによる影響を受けていることが示唆されている[12]。また、青年期では、行動問題は身

体組成や筋力ではなく、心肺機能のフィットネスと関係していたと報告されている[13]。 

一方で、静的・動的バランス機能は、日常活動を行う上で重要であり、体性感覚を含む中枢

神経系と関係がある。しかし、このようなバランス機能と行動問題との関係については、この

母集団では十分に検討されていない。特に学童期の児童を対象とし、関係を明らかにすること

は、思春期以前の早期評価と介入を可能にする可能性があるため、重要であると考えられる。 

また、認知と運動の発達は密接に関係していると考えられており[14]、バランス機能は児童の

空間的思考能力と数学的思考能力に関係すると報告されている[15]。さらに、バランス機能と言

語発達も関係することが報告されている[16]。よって、児童においても認知機能とバランス機能

との関連があることから、行動問題を有する児童は、バランス機能が低い可能性が考えられる。 

児童におけるバランス評価として、片脚立位時間は、高強度のタスクとなりうるため[17]、静

的バランスの評価に役立つと考えられている。一方で、2 ステップテストは、簡便に動的バラン

スを評価できる検査法として知られている[18]。 

以上より、本研究の目的を、学童期の児童のバランス機能と SDQ を用いて評価した行動問題

との関係を明らかにすることとした。我々は、バランス機能の低下は行動問題の程度と相関し、
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これらはこの集団における特定の心理社会的要因と関連している可能性があると仮定を立てた。 
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2. 方法 

2.1. 対象者 

2018年 4月から 2020年 3月までに健診を受診した愛知県岡崎市の 6~10歳の小学生、計 295

名を対象とした。参加者の募集は、対象となる学区にチラシを配布して行った。健診において、

健康診断、身体機能検査、言語発達検査、SDQ を含む問診を行った。これらの検査は、小児整

形外科医 1名、小児神経科医 1名、小児分野の理学療法士 2名、及び多数のリサーチアシスタン

トからなる多職種チームによって実施された。また、身体機能検査では、バランス検査と機能

的筋力検査を行った。後者はバランス機能低下の原因として下肢の筋力低下を除外するために

実施した。 

除外基準は以下の通りである。（1）すべての評価を完了できない場合（2）身体機能検査の結

果に影響を及ぼす可能性のある整形、神経、視覚、聴覚、呼吸器、心血管系の異常を有する場

合。44 名を除外し、最終的に 251 名の児童が本研究の対象となった。 

2.2. アンケート調査 

2.2.1. 保護者用 SDQ 

保護者用 SDQ は、3 ポイントのリッカート尺度（あてはまらない、まああてはまる、あては

まる）で評価される 25 のポジティブおよびネガティブなフレーズの項目で構成されている[7]

（図 1）。また、項目は 5つの下位尺度（情緒の問題、行為の問題、多動性/不注意、仲間関係の

問題、向社会的な行動）に分類されており、4 つの下位尺度（情緒の問題、行為の問題、多動性

/不注意、仲間関係の問題）の得点の合計から、総合的困難さ（0~40 点）を算出した。一方で、
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下位尺度の向社会的な行動は、総合的困難さの算出に使用されなかった。下位尺度の得点

（0~10点）は、各下位尺度の 5つの質問（0~2点）を加算して計算された。それぞれの得点は、

向社会的な行動を除き、得点が高いほど問題が多いことを示す。構成要素のうち 1つでも記入が

欠落している場合、得点は算出せず、除外した[7]。 

日本人におけるカットオフは、松石らの研究[11]を参照し、Low need（0~12 点）、Some need

（13~15 点）、High need（16~40 点）とした。本研究では、High need を行動問題群とし、Low 

needを非行動問題群とした。そのため、Some needとされた 42名は除外した。 

2.2.2. 両親の学歴 

社会経済的な要因を調べるために、父親と母親の学歴（年数）をアンケートで調査した。 

2.2.3. 絵画語い発達検査 

言語発達の評価には、絵画語い発達検査 （日本文化科学社、東京、 日本）を使用した。 

2.3. 身体機能検査 

2.3.1. 片脚立位時間 

静的バランスを評価するために、片脚立位時間を用いた。支持足を地面に着け、残る一方の

下肢を静かに拳上し、両手を腰に当て、片脚で立ち続けるように指示し、挙上した下肢が床に

触れるまでの時間を測定した[19]。支持足の位置がずれた場合や、手が腰から離れた場合には、

終了したものと見なし、それまでの時間を計測した（図 2）。測定時間の上限は 120秒とし、2回

測定した内の最高値を採用した。 
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2.3.2. 2ステップテスト 

動的バランスを評価するために、2 ステップテストを用いた。このテストは、動的バランスと

下肢筋力を必要とする検査である[17]。参加者に 2 歩連続でできるだけ前方に歩き、2 歩目の後

に両足を揃えて止まるよう指示した[20]（図 3）。バランスを崩したり、2 歩目で止まれなかった

りした場合は、テストを繰り返し実施した。また、参加者にはジャンプをしないように指示し

た。テストは 2回測定し、その内の最大距離を採用し、参加者の身長で割った値を使用した。 

2.3.3. 5回椅子立ち上がりテスト 

5 回椅子立ち上がりテストは、参加者の機能的筋力を測定するために用いた。まず、参加者に

両腕を胸の上で交差させ、椅子に腰掛けてもらうよう指示した。その後、参加者に腕の支えを

使わずにできるだけ早く 5回立ったり座ったりするよう指示し[21-23]、終了するまでに要した時

間を測定した。 

2.4. 統計解析 

G* Power（Heinrich Heine University Düsseldorf, Düsseldorf, Germany）[24,25] を用いてスピアマ

ンの順位相関係数の検出力分析を行い、両側検定で統計的検出力 0.95、α = 0.005、効果量 0.3の

サンプルサイズを決定した。検出力分析の結果、必要なサンプルサイズは 205名であった。 

Shapiro-Wilk検定により、各変数の正規分布を確認し、データは平均値 ± 標準偏差、または中

央値とその範囲のいずれかで示した。2群の比較には対応のない t検定と Mann-Whitneyの U検

定を用いた。各群の男児と女児の差の比較にはカイ二乗検定を用いた。群間比較の統計的有意

性は p < 0.05とした。 
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Spearman の順位相関係数を用いて、2 群間で有意差を示した身体機能と SDQ の関係を全参加

者について調査した。また、語彙の理解度がバランス機能に及ぼす影響を確認するため、身体

機能と絵画語い発達検査の相関分析を行った。相関分析の統計的有意性は、p < 0.005 とした。

すべての分析は、SPSS ver. 24（IBM Inc., Armonk, NY, USA）を用いて行った。 

本研究は、名古屋大学大学院医学研究科生命倫理委員会（REC 番号：11001022、IRB 承認番

号：19-522）及び愛知県三河青い鳥倫理審査委員会（REC 番号：16000004、IRB 承認番号：

29002）の承認のもとに実施された。また、児童とその保護者から書面によるインフォームド・

コンセント及びアセントを得た。 
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3. 結果 

行動問題群（n = 38）と非行動問題群（n = 171）の合計 209人が本研究の対象となった。参加

者の対象者特性を表 1に示す。SDQの情緒の問題（p < 0.001）、行為の問題（p < 0.001）、多動・

不注意（p < 0.001）、仲間関係の問題（p < 0.001）、総合的困難さ（p < 0.001）において、行動問

題を有する児童は有さない児童に比べ有意に高いことが示された。一方で、向社会的な行動（p 

= 0.046）は、行動問題を有する児童で有意に低かった。また、群間に有意な性差があり（p < 

0.001）、行動問題を有する児童は、女児よりも男児に多かった。一方で、絵画語い発達検査の得

点、父親と母親の学歴のいずれにも有意な差は認められなかった。 

参加者の身体機能を表 2に示す。バランス機能については、行動問題を有する児童は、有さな

い児童に比べて、片脚立位時間の結果（p < 0.001）、2ステップテストの結果（p = 0.008）で有意

に低値を示した。一方、5 回椅子立ち座りテストの結果には、有意な差は認められなかった（図

4）。 

全参加者の SDQ と絵画語い発達検査および身体機能との相関を表 3 に示す。片脚立位時間は、

情緒の問題（r = −0.22, p < 0.001）、多動/不注意（r = −0.29, p < 0.001）、仲間関係の問題（r = 

−0.22, p < 0.001）および総合的困難さ（r = −0.32, p < 0.001）と有意に相関していた（図 5）。一方、

2ステップテストは、SDQ下位尺度得点、総合的困難さ、絵画語い発達検査の得点と有意な相関

は認められなかった（図 6）。 
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4. 考察 

本研究では、学童期の児童におけるバランス機能と行動問題の程度との関連性を明らかにし

た。行動問題を有する児童は、有さない児童に比べ、片脚立位時間と 2ステップテストの結果は、

有意に低値を示し、静的・動的バランス機能が低下していることが示唆された。片脚立位時間

の結果と総合的困難さ及び SDQの下位尺度との関連から、特に情緒の問題、多動/不注意、仲間

関係の問題に関して、静的バランスが行動問題と関連している可能性があることが示された。

これらの結果は、バランス機能の低下が行動問題の程度と相関するという我々の仮説を支持す

るものであるが、相関係数が低く、明確なものであるとは言えない。しかし、本研究の結果は

行動問題を有する児童のバランスと行動の両方に注意を払うことの重要性を示唆している。 

本研究の結果、片脚立位時間の結果と多動性/不注意の間には有意な相関があった。先行研究

では、精神的な落ち着きのない子どもは、大人よりも重心の揺れが大きいと報告されている[26]。

また、行動問題を有する児童は、課題への注意力が低く、それが運動機能の低下につながるこ

とが示唆されている[27]。これらの知見から、静的バランス（すなわち、静止した姿勢を維持す

る能力）は、行動問題を有する児童特有の多動性によって影響を受ける可能性があると予想さ

れる。これらの相関係数は大きな値でないが、この関係に注目することが必要である可能性を

示唆している。 

本研究の結果、片脚立位時間の結果と情緒の問題との間に有意な相関がみられた。青年およ

び若年成人を対象とした先行研究では、バランス機能の低下は非常にストレスが大きく、内在

化の問題につながると報告されている[11,28] 。さらに、バランスを脅かす状況に対処できない
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子どもは、全般的な不安と恐怖を発症する[29]。本研究では、SDQ を用いた情緒の評価は、思春

期前の児童の不安や恐怖を反映していることが示唆された。さらに、片脚立位時間の評価が不

安定であることは、情緒の問題を有する児童に不安や恐怖を誘発することが示唆された。静的

バランス機能と SDQ の情緒の問題との相関は低いが、バランス機能と他の心理社会的要因との

関係をさらに検討し、心理社会的要因がバランス機能に与える影響を明らかにすることは重要

である。 

本研究の結果、片脚立位時間の結果と仲間関係の問題との間に有意な相関が認められた。日

常生活における運動機能と仲間関係の問題との関係は、以前から報告されている[11]。さらに、

運動機能が低下した子どもは、組織的・非組織的な遊びに参加しにくくなることも報告されて

いる[30]。これに伴い、静的バランス機能が低下した子どもは、仲間との遊びの機会が制限され

るため、仲間関係の問題を生じやすいと推測される。ただし、仲間関係の問題と片脚立位時間

の結果の相関は低いため、仲間関係と静的バランスの関係モデルについては、複数の関連因子

を含めてより詳細に明らかにする必要がある。 

一方で、行動問題を有する児童のバランス機能の低下は、行動特性だけでなく、体性感覚に

も起因している可能性がある。子どものバランスは体性感覚と密接に関係していることが報告

されている[31]。さらに、片脚立位時間は体性感覚を必要とする検査である[32]。足底の体性感

覚入力は、子どもの片脚バランス制御の最も重要な構成要素の 1つである可能性があり、行動問

題を有する児童の静的バランス機能の低下は、体性感覚の低下も影響している可能性がある。 

行動問題を有する児童と有さない児童の比較では、2 ステップテストの結果や性別に有意差が
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みられた。動的バランスは、体性感覚と静的バランスを必要とするため、行動問題を有する児

童では低下していると考えられる。しかし、静的バランスと比較して、動的バランスは視覚や

前庭機能の影響を受けやすく、予測的姿勢制御が必要である。これらの影響から、2 ステップテ

ストの結果と SDQ 得点には相関がないと推察される。性差については、日本の学童期の児童を

対象とした研究で、男児の総合的困難さが女児よりも高いことが示されている[10,11]。本研究の

結果は、この先行研究を支持する結果となった。 

行動問題を有する児童において、バランス機能が低下しているという結果は、臨床や教育の

場面で考慮する必要がある。行動問題を有する児童のケアは、情緒的な側面に焦点が当てられ

がちである。しかし、活動や身体的作業に従事する際に、バランス機能に注意を払うことで、

怪我や転倒のリスクを減らすことも可能となると考えられるため重要であると考えられる。 

本研究では、絵画語い発達検査の得点、片脚立位時間の結果、2 ステップテストの結果には、

有意な相関は見られなかった。5 歳児を対象とした先行研究では、語彙発達が低い者は、重心動

揺計を用いて評価した硬い地面での開眼立位時の姿勢不安定性が高いことが報告されている[15]。

しかし、本研究とは静的バランス機能や語彙力の評価方法が異なっており、それが結果の違い

に影響している可能性がある。片脚立位時間はバランス機能だけでなく、下肢の筋力も必要と

する検査である。また、本研究で用いた絵画語い発達検査は語彙の理解力を、先行研究で用い

られた Children's Dictionary Testは語彙の表現力を評価するものである。今後は、重心動揺計を用

いて静的バランス機能を調べ、静的バランス機能と語彙力との関係を明らかにしていきたい。 

一方で、本研究にはいくつかの限界がある。第一に、横断的なデザインであるため、明確な
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因果関係を確立することができない点である。第二に、質問紙を用いて行動問題を評価したた

め、保護者の主観的な判断が結果に影響した可能性がある点である。第三に、行動特性は SDQ

のみで評価されているため、行動問題の他の潜在的原因（自閉症スペクトラム障害、注意欠陥

多動性障害、学習障害、発達性協調運動障害など）を否定することができない点である。第四

に、本研究の参加者は日本の特定の地域に住んでいるため、一般的な学童人口を代表するもの

ではない可能性がある点である。最後に、本研究で SDQ は保護者が回答したものを使用したた

め、社会的な場における参加者の行動を反映できていない点である。したがって、小児期から

青年期にかけてのバランス機能および行動問題に関するさらなる研究が必要であると考えられ

る。 
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5. 結論 

SDQ を用いて学童期のバランス機能および行動特性との関連を定量的に評価した。その結果、

行動問題を有する児童は、行動問題を有さない児童に比べ、静的および動的バランス機能が低

いことが示唆された。さらに、静的バランス機能は感情や多動・不注意、仲間関係の問題と関

連することがわかった。このことから、行動問題を有する児童のバランス機能について検討す

る必要があることが示唆された。 
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図 1. Strengths and Difficulties Questionnaire 

  

「子どもの強さと困難さアンケ�ト」�

以下のそれぞれの質問項目について，あてはまらない，まああてはまる，あてはまる，のいずれかのボックスに
チェックをつけてください（例�� ）。答えに自信がなくても，あるいは，その質問がばからしいと思えたとしても，
全部の質問に答えてください。あなたのお子さんのここ半年くらいの行動について答えてください。   
�
お子さんのお名前: ..............................................................................................               性別��男子／女子�

お子さんのお誕生日: ...................年.............月.............日 

他人の気持ちをよく気づかう� Ƒ Ƒ Ƒ
おちつきがなく、長い間じっとしていられない� Ƒ Ƒ Ƒ
頭がいたい，お腹がいたい，気持ちが悪いなどと、よくうったえる� Ƒ Ƒ Ƒ
他の子どもたちと、よく分け合う（おやつ・おもちゃ・鉛筆など）� Ƒ Ƒ Ƒ
カッとなったり、かんしゃくをおこしたりする事がよくある� Ƒ Ƒ Ƒ
৻人でいるのが好きで、৻人で遊ぶことが多い� Ƒ Ƒ Ƒ
素直で、だいたいは大人のいうことをよくきく� Ƒ Ƒ Ƒ
心配ごとが多く、いつも不安なようだ� Ƒ Ƒ Ƒ
誰かが心を痛めていたり、落ち込んでいたり、嫌な思いをしているときなど、すす
んで助ける� Ƒ Ƒ Ƒ
いつもそわそわしたり、もじもじしている� Ƒ Ƒ Ƒ
仲の良い友だちが少なくとも৻人はいる� Ƒ Ƒ Ƒ
よく他の子とけんかをしたり、いじめたりする� Ƒ Ƒ Ƒ
おちこんでしずんでいたり、涙ぐんでいたりすることがよくある� Ƒ Ƒ Ƒ
他の子どもたちから、だいたいは好かれているようだ� Ƒ Ƒ Ƒ
すぐに気が散りやすく、注意を集中できない� Ƒ Ƒ Ƒ
目新しい場面に直面すると不安ですがりついたり、すぐに自信をなくす� Ƒ Ƒ Ƒ
年下の子どもたちに対してやさしい� Ƒ Ƒ Ƒ
よくうそをついたり、ごまかしたりする� Ƒ Ƒ Ƒ
他の子から、いじめの対象にされたり、からかわれたりする� Ƒ Ƒ Ƒ
自分からすすんでよく他人を手伝う（親・先生・子どもたちなど）� Ƒ Ƒ Ƒ
よく考えてから行動する� Ƒ Ƒ Ƒ
家や学校、その他から物を盗んだりする� Ƒ Ƒ Ƒ
他の子どもたちより、大人といる方がうまくいくようだ� Ƒ Ƒ Ƒ
こわがりで、すぐにおびえたりする� Ƒ Ƒ Ƒ
ものごとを最後までやりとげ、集中力もある� Ƒ Ƒ Ƒ

あてはまらない
まあ��

あてはまる� あてはまる�

�この他にご意見やご心配事がありますか？�� �

�裏面をご覧ください。裏面にもいくつかの質問があります。�

Ƒ¥�

4-17 P 
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図 2. 片脚立位時間 

対象者に最大 120秒間足を上げてもらい、バランスを保てなくなるまでの経過時間を記録した。
測定は片脚ずつ、2回行った。  
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図 3. 2ステップテスト 

対象者にできるだけ前方に 2歩連続で歩いてもらい、2歩目で両足を揃えて止まるよう指示した。
バランスを崩したり、2 歩目で止まれなかったりした場合は、2 回できるまでやり直し、結果を
測定した。 

１歩⽬ ２歩⽬ 
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図 4. 行動問題群と非行動問題群の身体機能の比較 

有意水準は p < 0.05とし、比較にはMann–Whitney U 検定を使用した。各ボックス内の横線は中
央値、上下の線は四分位範囲を示す。A：行動問題群は、片脚立位時間が有意に低値であった 

（p < 0.001）。 B：行動問題群は、2ステップテストが有意に低値であった （p = 0.008）。C：5回

A

B

C
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椅子立ち上がりテストは、2 群間で有意な差がなかった。各ボックス内の横線は中央値、上下の
線は四分位範囲を示す。また、ひげの上端は第 3四分位と下端は第 1四分位を示している。 

 

図 5. 全対象者における SDQと片脚立位時間との相関 

有意水準は p < 0.005 とし、Spearman の順位相関係数を使用した。A：情緒の問題と片脚立位時
間との間に有意な相関がみられた。B：行為の問題と片脚立位時間との間に有意な相関は認めら
れなかった。C：多動性/不注意と片脚立位時間との間に有意な相関がみられた。D：仲間関係の
問題と片脚立位時間との間に有意な相関がみられた。E：向社会的行動と片脚立位時間との間に
有意な相関は認められなかった。F：総合困難と片脚立位時間との間に有意な相関がみられた。
G：絵画語い発達検査と片脚立位時間との間に有意な相関は認められなかった。 
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図 6. 全対象者における SDQと 2ステップテストの相関 

有意水準は p < 0.005 とし、 Spearman の順位相関係数を使用した。SDQ 及び絵画語い検査と 2 

ステップテストとの間に有意な相関は見られなかった。 
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表 1. 対象者特性 

有意水準： 0.05 平均 ± 標準偏差または中央値 （最小値–最大値）で示し、対応のない t
検定もしくは Mann–Whitney U 検定を使用した。性別に関しては、カイ二乗検定を用いた。  
SDQ: Strength and Difficulties Questionnaire 

  

Variables 

Group 

p-Value 行動問題群 
(n = 38) 

非行動問題群 
(n = 171) 

年齢（歳） 8.5 (6.0–10.0) 9.0 (6.0–10.0) 0.241 
性別（n, 女児/男児） 12/26 109/62 < 0.001 

身長（cm） 127.0 ± 8.0 129.6 ± 9.1 0.104 
体重（kg） 24.0 (18.0–44.3) 25.8 (16.1–45.1) 0.184 

Body Mass Index（kg/m2） 15.2 (12.8–26.6) 15.3 (12.3–23.6) 0.465 
絵画語い発達検査（点） 10.0 (1.0–19.0) 11.0 (3.0–19.0) 0.373 
父親の学歴（年） 15.0 (9.0–20.0) 16.0 (9.0–21.0) 0.178 
母親の学歴（年） 14.0 (9.0–21.0) 14.0 (9.0–21.0) 0.401 

SDQ（点）    

情緒の問題 5.0 (0.0–9.0) 1.0 (0.0–7.0) < 0.001 
行為の問題 4.0 (1.0–8.0) 1.0 (0.0–4.0) < 0.001 
多動性/不注意 8.0 (1.0–10.0) 3.0 (0.0–8.0) < 0.001 
仲間関係の問題 3.0 (0.0–8.0) 1.0 (0.0–5.0) < 0.001 
向社会的な行動 6.0 (1.0–9.0) 7.0 (0.0–10.0) 0.046 
総合的困難さ 18.0 (16.0–34.0) 7.0 (1.0–12.0) < 0.001 
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表 2. 行動問題群と非行動問題群の身体機能の比較 

Variables 

Group 

p-Value 行動問題群 
(n = 38) 

非行動問題群 
(n = 171) 

片脚立位時間（秒） 62.3 (15.6–120.0) 120.0 (13.1–120.0) < 0.001 
2ステップテスト 1.5 (1.3–1.8) 1.6 (0.8–1.9) 0.008 

5回椅子立ち上がりテスト（秒） 5.7 (4.0–10.0) 5.5 (3.4–9.5) 0.692 
有意水準：0.05  中央値 （最小値–最大値） Mann–Whitney U 検定 
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表 3. 全対象者における SDQと絵画語い発達検査および身体機能との相関 

Variables 
片脚立位時間 2ステップテスト 

相関係数 p-Value 相関係数 p-Value 

SDQ     
情緒の問題 −0.22 < 0.001 −0.16 0.021 
行為の問題 −0.19 0.006 −0.08 0.233 
多動性/不注意 −0.29 < 0.001 −0.16 0.021 
仲間関係の問題 −0.22 < 0.001 −0.10 0.167 
向社会的な行動 0.18 0.008 −0.03 0.717 
総合的困難さ −0.32 < 0.001 −0.18 0.009 

絵画語い発達検査 0.02 0.762 0.07 0.288 
有意水準：0.005 Spearmanの順位相関係数        
SDQ: Strength and Difficulties Questionnaire 


